
● 次期「みえ障がい者共生社会づくりプラン」（最終案）について 

 

１ プランの策定の経緯 

「みえ障がい者共生社会づくりプラン」は、障害者基本法に基づく障害者計

画と障害者総合支援法に基づく障害福祉計画を一体とした計画で、国が定めた

基本指針等に即して、県が取り組む障がい者の自立および社会参加の支援等の

ための施策の方向性を明らかにしたものです。 

中間案の策定以降、パブリックコメントで寄せられた意見や障害福祉計画に

係る市町との協議・検討等をふまえ、別冊のとおり最終案をとりまとめました。 

 

２ プランの最終案の概要 

別紙１のとおり 

 

３ 中間案からの主な変更点 

（１）障がいに関する意識調査および強度行動障がい実態調査の結果 

①ｅ-モニター・キッズモニターアンケート（Ｐ23～Ｐ27） 

平成 29 年９月～10 月に実施したｅ-モニターおよびキッズモニターの電

子アンケート調査結果をとりまとめ、その概要について記載しました。 

＜主な内容＞ 

・「障がい者に対する差別や偏見のない社会になっているか」について、最

も多い回答は「どちらかといえば、そう思わない」で約４割（41.8％）を

占めました。 

・また、「以前に比べて障がい者に対する理解が進んでいるか」について、

「感じる」と「どちらかといえば感じる」の合計は、約７割（66.4％）で

した。 

②強度行動障がい実態調査（Ｐ28～Ｐ36） 

平成 29 年７月～９月に実施した強度行動障がい実態調査の結果をとりま

とめ、その概要について記載しました。 

＜主な内容＞ 

・事業所等における支援上の課題について、最も多い回答は「適切な支援・

を行うための職員のスキルアップ・人材育成」で約８割を占めました。 

・家族が本人について悩んでいること、心配に思うことについて、最も多

い回答は「親が亡き後の暮らし」で約８割を占めました。 

・地域生活に必要な仕組み・支援について家族に尋ねたところ、最も多い
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のです。 

成果目標の概要は、別紙２のとおりです。 

 

４ パブリックコメントの状況 

（１）意見募集期間 

平成 29 年 12 月 20 日（水）から平成 30 年１月 19 日（金）まで 

（２）意見総数 

３名の方から 16 件のご意見をいただきました。 

（３）主な意見の概要と意見に対する考え方 

①ヘルプマークの普及について 

【意見】 

ヘルプマークについて、具体的な取組を記載することが必要ではないか。 

【考え方】 

ご意見をふまえ、ヘルプマーク（ストラップ）やヘルプカードの配布等、

具体的な取組内容を最終案に記載しました。 

②就労継続支援Ｂ型事業所の工賃実績について 

【意見】 

就労の促進に係る現状と課題について、もう少し具体的な内容が必要で

す。県内の就労継続支援Ｂ型事業所の工賃実績（平成 28 年度）を入れて

はどうでしょうか。 

【考え方】 

ご意見をふまえ、現状と課題に、直近の就労継続支援Ｂ型事業所の平均

工賃実績額を記載しました。 

 

５ 今後の予定 

平成 30 年３月中に次期プランを策定し、県ホームページを通じて公表する

とともに、市町および関係機関に周知します。 

平成 30 年４月からはプランに基づき、市町および関係機関等と連携しなが

ら障がい者施策の一層の推進に取り組みます。 

また、計画の進行管理にあたっては、三重県障害者施策推進協議会等を開催

し、有識者の意見も聴きながら、施策の実施および改善を図ってまいります。 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

「みえ障がい者共生社会づくりプラン」（最終案）の概要 

第１章 総論 

（１）計画の基本的な考え方（別冊 Ｐ１～Ｐ６） 

本プランは、障害者基本法に基づく「障害者計画」、障害者総合支援法

に基づく「障害福祉計画」および新たに児童福祉法の改正に伴い都道府県

が策定を義務づけられた「障害児福祉計画」として策定します。 

計画の基本理念は「障がいの有無によって分け隔てられることなく、お

互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」とし、各施策

を推進します。 

（２）障がい者を取り巻く状況（別冊 Ｐ７～Ｐ44） 

平成 29 年４月１日現在、県内の障害者手帳所持者数は、身体障害者手

帳が約７万３千人、療育手帳が１万４千人弱、精神障害者保健福祉手帳が

１万２千人弱で、合わせて約９万９千人となっています。近年の推移をみ

ると、身体障害者手帳はほぼ横ばいですが、療育手帳および精神障害者保

健福祉手帳は増加傾向がみられます。 

ｅ-モニターアンケートで県民の意識調査を行ったところ、「以前に比べ

て障がい者に対する理解が進んでいると感じますか」という設問に対して、

「感じる」と「どちらかといえば感じる」の合計は 66.4％でした。 

また、強度行動障がいに係る実態調査を行ったところ、障害福祉サービ

ス等を利用している方は、県内で少なくとも８８２名いる（各サービスの

利用人数の積上（延べ人数））ことがわかりました。 

 

第２章 障がい者施策の総合的推進 

（１）多様性を認め合う共生社会づくり（別冊 Ｐ45～Ｐ55） 

障がいの有無を一人ひとり違う個性として認め合うことのできる「多様

性を認め合う共生社会づくり」を進めます。 

障がい者に対する差別の解消や虐待の防止に取り組むとともに、合理的

配慮の提供につながるユニバーサルデザインや手話などの取組を進めま

す。また、啓発等を通じて障がい者に対する理解の促進を図るとともに、

福祉用具やバリアフリー観光などの社会参加の環境づくりを推進します。 

（２）生きがいを実感できる共生社会づくり（別冊 Ｐ56～Ｐ65） 

 障がいの有無にかかわらず、自己の能力を生かしながら、自らの人生を

デザインし、夢と希望を持っていきいきと生活できる「生きがいを実感で
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きる共生社会づくり」を進めます。 

社会生活の基礎づくりを担う教育の充実、障がい者の生きがい、自立、

社会参加につながる就労支援の充実に取り組みます。加えて、スポーツや

文化・芸術活動などに参画できる環境の整備を進めます。 

（３）安心を実感できる共生社会づくり（別冊 Ｐ66～Ｐ82） 

障がい者がどこでどのような生活を送るかについて、自らの意思で選択

し、安全で安心して暮らすことができる「安心を実感できる地域社会づく

り」を進めます。 

必要なサービスの充実や暮らしの場の確保、相談支援体制の整備、保

健・医療体制の充実を図ります。また、障がい者を災害や犯罪等から守る

ため、防災や防犯対策を推進します。 

 

第３章 障害福祉計画・障害児福祉計画（別冊 Ｐ83～Ｐ146） 

平成 29 年３月に告示された国の基本指針に即して、地域生活への移行・

就労支援等に関する成果目標や、支援体制整備のための活動指標（障害福祉

サービス等のサービス見込量）等について、障害保健福祉圏域単位および県

全体で定めます。 

①地域生活移行・就労支援等に関する目標の設定 

・福祉施設入所者の地域生活への移行 

・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・地域生活支援拠点等の整備 

・福祉施設から一般就労への移行 

・障がい児支援の提供体制の整備等 

②障がい者支援のための体制整備 

障害福祉サービスや障がい児支援等の体制整備を図るため、基本指針に

即して、サービスの種類ごと（障害福祉サービス、相談支援、障がい児支

援）の今後３年間の見込量等を記載 

③障害保健福祉圏域計画 

県内の障害保健福祉圏域（９圏域）ごとに、成果目標およびサービスの

種類ごとの見込量等を記載 

 

第４章 計画の推進（別冊 Ｐ147～Ｐ149） 

福祉・医療・労働・教育などの関係分野が協議、連携し、施策を総合的に

推進するとともに、ＰＤＣＡサイクルにより適切に進行管理を行います。 

 

 




